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別紙 

   サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けた有料老人ホーム重要事項説明書 

（「登録事項等についての説明」の補足） 

 

                      作 成 日 令和 7年 ７月 １日 

                               登録番号 須２８(２)００１ 

                           施 設 名 ミモザ久里浜セントポーリア 

「１.サービス付き高齢者向け住宅の名称及び所在地」について 

開 設 年 月 日      平成 29年  11月  1日 

住宅の管理者氏名※1 土濃塚 緑 

電話番号 / ＦＡＸ番号 046-835-3820 ／ 046-835-3822 

メールアドレス k-saintpaulia@mimoza-care.jp 

ホームページアドレス https://www.mimoza-care.jp/ 

 ※1 管理者を配置している場合に記入 

 

「２.サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者」について 

ＦＡＸ番号 03-5796-0631 

ホームページアドレス https://www.mimoza-care.jp/ 

資本金(基本財産) 2億4398万657円 

主な出資者(出捐者)とその

金額又は比率 ※2 

森山興産㈱ 48.77%  斎藤 静敬 5.30%  

ミモザ従業員持株会 5.24% 

設 立 年 月 日      平成11年8月27日 

直近の事業収支決算額 ※３ (収益)12,848,938千円 (費用)12,613,596千円 (損益)235,342千円 

会計監査人との契約  無 ・ 有（            ） 

他の主な事業 

有料老人ホーム、グループホーム、デイサービス、小規模多機能型居宅介護、 

看護小規模多機能型居宅介護、サービス付き高齢者向け住宅、 訪問介護、訪問

看護等の介護サービス事業 

※2 出資(出捐)額の多い順に上位３者の氏名又は名称並びに各出資(出捐)額又は比率を記入。 

※3 原則として、収益は売上高＋営業外収益、費用は売上原価＋販売費及び一般管理費＋営業外費用、

損益は経常利益とする。 

 

「３.サービス付き高齢者向け住宅事業を行う者の事務所」について 

ＦＡＸ番号 03-5796-0631 

ホームページアドレス https://www.mimoza-care.jp/ 

 

「４.サービス付き高齢者向け住宅の戸数、規模並びに構造及び設備」について 

建築基準法上の主要用途  寄宿舎 ・ 共同住宅 ・ 有料老人ホーム ・ その他 

建築物の耐火構造 耐火構造 ・ 準耐火構造 ・ その他（       ） 

消防用設備等 

消火器 無・有 

自動火災報知設備 無・有 

火災通報設備 無・有 
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スプリンクラー 無・有  

防火管理者 無・有 

防災計画 無・有 

緊急通報装置等 

緊急連絡・安否確認 

緊急通報装置等の種類及び設置箇所 

・種  類 : スタッフコール 

・設置箇所 : 居室ベッド、居室トイレ、共用浴室、共用脱衣室、 

安否確認の方法・頻度等 

・日中居宅に訪問し、又は食事や外出時等に毎日少なくとも１回安否

確認をさせて頂きます。 

  

「５.サービス付き高齢者向け住宅の入居契約、入居者資格及び入居開始時期（居住の用に供す 

る前である場合）」について 

（１）入居契約の状況等 

連帯保証人等の条件及び 

義務等※4 

（連帯保証人） 

１．連帯保証人は、甲との合意により、本契約(更新の種類を問わず、

本契約が更新された場合を含む。なお、本契約の賃料等及びサー

ビス料金等並びにその他の条件は、貸主、借主間の合意等により

変更されることがある。)に関連して生ずる借主の貸主に対する

一切の債務について、借主と連帯して履行する責任を負うものと

する。但し、借主が連帯保証人を選任できないことにつきやむを

得ない事由があると甲が判断したときは、この限りではない。 

２ 前項の連帯保証人の負担は、入居契約書の(１０)連帯保証人欄記

載の連帯保証の極度額   420 万円を限度とする。 

３ 入居者は、連帯保証人に支障が生じたときは、直ちに事業者に 

  その旨を届け出るとともに、事業者の承認を得て新たに連帯 

保証人を定めるものとします。 

４ 連帯保証人は、本契約締結時の住所・電話番号を変更したと 

きは直ちにその旨を、事業者に届けるものとします。 

 

（身元引受人） 

１ 連帯保証人は身元引受人の地位を必ず兼ねるものとし、身元 

引受人として以下の義務を負うものとする。 

２ 身元引受人は、入居者が病気・死亡等の場合に、事業者又は 

施設長からの連絡、相談等に応じ、適切な対応を行うものと 

します。 

３ 身元引受人は、本契約が解約・解除その他の事由により終了 

した場合は、責任をもって入居者の身柄及び遺体を引き受ける 

ものとします。 

４ 入居者及び連帯保証人は前項各号に規定する身元引受人に支障 

  が生じたときは、直ちに事業者にその旨を届け出るとともに、 

事業者の承認を得て新たに身元引受人を定めるものといたしま 

す。 

５ 身元引受人は、本契約締結時の住所・電話番号を変更したとき 

は直ちにその旨を、事業者に届け出るものとします。 

６ 身元引受人は、緊急連絡先となる者を兼ねることができる。 
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生活保護受給者の受入れ 

対応 

           否 ・ 可 

事業者又は入居者が入居契

約を解除する場合の事由及

び手続等 ※5 

１ 事業者は、入居者の行動が他の居住者の生命に危害を及ぼす 

恐れがあり、かつ通常の生活支援方法では、これを防止する 

ことができず、本契約を将来にわたって継続することが社会 

通念上著しく困難であると考えられる場合に、本契約を解除 

することができます。 

２ 前項の場合、事業者は次の手続きを行います。  

① 一定の観察期間をおくこと。 

② 主治医及び生活支援サービススタッフ等の意見を聴く 

こと。 

③ 契約解除の通告について 30日の予告期間をおくこと。 

④ 前号の通告に先立ち、入居者本人の意思を確認すること。 

３ 事業者は、入居者が正当な理由なく事業者に支払うべきサー 

ビス利用料を 3 ヶ月以上滞納した場合において入居者に対し、 

相当の期間を定めてもなお期間内に滞納額の全額の支払がな 

いときは、この契約を解除することがあります。 

４ 入居者は事業者へ30日の予告期間をおいて文書で通知するこ 

とにより、本契約を解除することができます。 

５ 前項の規定にかかわらず、入居者は、解約申入れの日から 

30 日分の賃料及び状況把握・生活相談サービス料金（本契約 の解

約後の賃料相当額及び状況把握・生活相談提供サービス 料金相当

額を含む。）を事業者に支払うことにより、解約申 

入れの日から起算して 30 日を経過する日までの間、随時に本 契約を解

約することができます。 

前
年
度
に
お
け
る 

退
去
者
の
状
況 

退去先別の人数 

自宅等 人 

社会福祉施設 人 

医療機関 1人 

死亡者 ３人 

その他 人 

生前解約の状況 

事業者側の申し出 
（解約事由の例） 

入居者側の申し出 

（解約事由の例） 

医療対応が必要となった為 

体験入居の期間及び費用負担等 
1泊2日 11,000円（食費、消費税込）期間は14日間を限度とし 

ます。 

※4 入居契約書に身元引受人や後見人等の選任を定めている場合に記入 

※5 入居契約の条項に沿って、解除の事由及び手続、予告期間、前払金の返還時期等を正確に記

入。 
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（２）入居状況等                        (令和 7 年７月１日現在) 

入居者内訳 

性 別  男 性  11人   女 性  33人 

介護の 

要否別 

 自 立   5人 

 要介護   30人 

（内訳）  要介護１      17人 

      要介護２      6人 

      要介護３      3人 

      要介護４      2人 

      要介護５      1人 

 要支援   6人  
（内訳）  要支援１      6人 

      要支援２      4人 

平均年齢        88.6歳（男性 85.9歳 女性86.0歳） 

注) 介護の要否別及び平均年齢については、入居者数が少ない等の状況により、個人が特定される

場合には、プライバシー保護の観点から記入する必要はない。 

 

「６.サービス付き高齢者向け住宅において提供される高齢者生活支援サービス及び入居者から受領

する金銭」について 

（１）運営に関すること 

運営に関する方針 
介護事業者として、お元気な方から、介護の必要な方まで、
その人らしい自由度の高い暮らしを支援するとともに、地
域に根差した温かい住まいを目指します。 

サービスの提供内容に関する特色 

「いつまでも健康美（うつく）しく」「暮らしに文化を」
「食の楽しみ」をテーマに、日々の暮らしが愉しみのある
充実したものになるよう様々なイベントをご提供いたし
ます。 

運営懇談会の開催状況 ※6 

(開催回数、設置者の役職員を除く

参加者数、主な議題等) 

開催日：令和 4 年 5月 28 日(1回目) 
参加者：コロナ禍のため書面報告 
議 題：職員体制、収支報告、活動報告等 

 ※6 運営懇談会を設置している場合は記入 

 

（２）苦情等の取り扱い 

苦情解決の体制（相談窓口､責任者､

連絡先、第三者機関の連絡先等） 

・苦情対応マニュアルに従って、誠実に対応し、経過を記

録に残します。 

1）相談窓口 ミモザ久里浜セントポーリア ホーム長 

電話 046-835-3820     

2）ミモザ株式会社 本社 お客様相談室  

電話 03-6712-8110 

・施設での解決が難しい場合は、次の行政に相談すること

ができます。 

1） 横須賀市 福祉部 指導監査課 

           電話 046-822-8162(直通) 

事故発生時の対応（医療機関等との

連携、家族等への連絡方法・説明等

） 

・事故対応マニュアルに基づいて、応急措置、若しくは119

番通報による他の医療機関への搬入を行うとともに、家

族への連絡・説明等を行います。また、事故に基づいた

原因点、要因の検証及び今後の防止策を講じます。 

事故発生の防止のための指針  無 ・ 有    
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損害賠償（対応方針及び損害保険契

約の概要等） 

（対応方針） 

本契約に基づくサービスの提供にあたって、万一、事故が

発生し乙の生命・身体・財産に損害が発生した場合は、直

ちに必要な措置を講ずるとともに、不可抗力による場合を

除き、速やかに入居者に対して損害の賠償を行います。た

だし、入居者側に故意又は過失がある場合には賠償額を減

ずることがあります。 

 

（保険契約の概要） 

－共通てん補限度額－ 

1名あたり 1億円、1事故につき 10億円､ 期間中10億円 

サービスの提供に伴う事故等が発生

した場合の損害賠償保険等への加入 

 無 ・ 有   

有の場合の保険名(あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 

介護保険・社会福祉事業者総合保険) 

利用者アンケート調査、意見 

箱等利用者の意見等を把握す

る取組の状況 

  有 
実施日  

結果の開示 有  無 

  無 

第三者による評価の実施状況 
  有 

実施日  

評価機関名  

結果の開示 有  無 

  無 

 

（３）医療    

協力医療機関（又は嘱託医

）の概要及び協力内容 

名  称 社会福祉法人 日本医療伝道会 総合病院衣笠病院 

診療科目 
内科、外科、整形外科、耳鼻咽喉科、眼科、皮膚科

、泌尿器科、ホスピス、麻酔科、放射線科 

所在地 神奈川県横須賀市小矢部2-23-1 

距離及び所要時間 2.1km 車で5分 

協力内容 受診・治療等の協力 

協力歯科医療機関 

名  称 医療法人菜花会 ヴィレッジ衣笠歯科診療所 

所在地 神奈川県横須賀市衣笠町44-4-1F 

距離及び所要時間 4.1km 車で8分 

協力内容 訪問歯科診療 

入居者が医療を要する場合

の対応（入居者の意思確認

、医師の判断、医療機関の

選定、費用負担、長期に入

院する場合の対応等） 

・費用及び使用料 

入居者が医療を要する場合、入居者が選択する医療機関又は 

住宅で紹介できる医療機関で治療を受けられます。 

費用については医療保険制度で支給される額以外の自己負担額 

は入居者負担となります。 

・日常医療支援 

① 通院 

・通院可能な場合は、入居者のかかりつけの医師・病院を 

 ご利用することができます。 

・住宅で紹介できる医療機関又は専門医を紹介いたします。 
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※送迎に係る交通費は入居者負担となります。 

②入院 

・入院治療が必要となった場合、入居者のかかりつけの医師、

病院への入院 

・住宅で紹介できる医療機関又は専門医を紹介いたします。 

※送迎に係る交通費は入居者負担となります。 

③その他サービス 

   ・通院、入院、退院に際し、職員による事務手続きの代行等 

※交通費は入居者負担となります。 

・救急時対応 

入居者の身体の具合が急変した場合は、職員がそのお知らせによ

り適確かつ迅速に応急処置に当たります。 

また、状況により医師と連絡をとり119番による救急医療機関等

での救急治療あるいは救急入院が受けられるようはからいます。 

 

（４）職員体制                       

ア 職種別の職員数等                    (令和 7 年７月１日現在) 

   職 員 数 
常勤換算後の 夜 間 勤 務 職 員 数       

( 時～翌 時) 

（最少人数） 

備  考 

（資格・委託等） 人数 うち自立対応 

従業

者の

内訳 

管理者 1 
 

 

  

生活相談員   

(コンシェルジュ) 
10（8）        

直接処遇職員     (   )     

 
介護職員     (   )     

看護職員     (   )     

機能訓練指導員     (   ) 

  

  

 

理学療法士     (   )   

作業療法士     (   )   

その他     (   )   

計画作成担当者     (   )   

医師     (   )   

栄養士     (   )   

調理員      (   )   

事務職員     (   )   

夜勤専従 （     ）   

  合   計 11（ 9）   

介護に関わる職員体制 ※7 ：  以上 

注１) 職員数欄の(  )内は、非常勤職員数で内数。 

２) 直接処遇職員は、要介護者及び要支援者に対して介護サービスを提供する職員と自立者に

対して一時的な介護その他日常生活上必要な援助を行う職員を合わせた数とし、また、常勤換

算後の人数において、自立者対応の人数を内数で記入。 

  なお、特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要 

３）機能訓練指導員及び計画作成担当者が他の職務を兼務している場合は、職員数の人数に※印

をつけるとともに、兼務している職名を備考欄に記入。 

４) 備考欄には、直接処遇職員や調理員等の委託、看護職員等の機能訓練指導員兼務、計画作成

担当者の介護支援専門員資格等を記入。 
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５）状況把握等を行う職員を配置している場合は、生活相談員として記入 

※7 特定施設入居者生活介護等を提供しない場合は、記入不要 

 
イ 職員の状況 

管理者 

他の職務との兼務 １ あり  ２ なし 

兼務に係る
資格等 

１ あり  

 資格等の名称  

２ なし 

 

看護職員 介護職員 
生活相談員 

(コンシェルジュ) 
機能訓練 
指導員 

計画作成 
担当者 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常
勤 

常勤 
非常 
勤 

前年度１年間の 
採用者数 

     １ 1     

前年度１年間の 
退職者数 

      １     

業
務
に
従
事
し
た
経
験
年
数
に 

応
じ
た
職
員
の
人
数 

1年未満      ２     

1年以上 
3年未満 

     5     

3年以上 
5年未満 

    2      

5年以上 
10年未満 

          

10年以上           

従業者の健康診断の実施状況 １ あり   ２ なし 

 

ウ 要介護者・要支援者に対する直接処遇職員体制（特定施設入居者生活介護等を提供しない場合

は、記入不要） 

 前々年度の平均値 前年度の平均値 ※11 今年度の平均値 ※10 

要支援者の人数    

要介護者の人数    

指定基準上の直接処遇職員

の人数 ※8 
   

配置している直接処遇職員

の人数 ※9 
   

要支援者・要介護者の 

合計人数に対する配置 

直接処遇職員の人数の割合 

： ： ： 

常勤換算方法の考え方※11 常勤職員の週勤務時間   時間で除して算出 

従業者の勤務体制の概要 

介護職員 早番    ：   ～   ： 

     日勤    ：   ～   ： 

     遅番    ：   ～   ： 

     夜勤    ：   ～   ： 
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看護職員 早番    ：   ～   ： 

     日勤    ：   ～   ： 

     遅番    ：   ～   ： 

     夜勤    ：   ～   ： 

※8 常勤換算後の人数。 

※9 常勤換算後の人数。自立者対応の人数を除く。 

※10 今年度の平均値は、作成日の前月までの平均値とすること。 

 ※11 「前年度の平均値」及び「常勤換算方法」等については指定居宅サービス等の事業の人員、

設備及び運営に関する基準（平成 11 年 3 月 31 日厚生省令第３７号）等の規定によること 

 

エ 状況把握(安否確認)および生活相談サービスに係る職員の資格取得状況  

社会福祉士 人（  人） 医 師 人（  人） 

介護福祉士 7人 （人） 看護師 人（   人） 

介護支援専門員 人（   人） 准看護師 人（  人） 

介護職員実務者研修修了者  2人（  人） 資格なし 人（  人） 

介護職員初任者研修修了者 2 人（ 人）  

注１) 資格を複数持っている職員がいる場合は、社会福祉士、介護福祉士の順に優先して記入す

る。他の資格を持っている職員を（ ）に外数で記入する。 

注２）介護職員基礎研修及び各ホームヘルパー研修修了者は、介護職員初任者研修に含めて記入

する。 

 

（５）登録事項の情報開示 

入居希望者等
への 

情報開示 

重要事項説明書の公開  １ 公 開（ 閲覧 ・ 写し交付 ）  ２ 非公開 

入居契約書の公開  １ 公 開（ 閲覧 ・ 写し交付 ）  ２ 非公開 

管理規程の公開  １ 公 開（ 閲覧 ・ 写し交付 ）  ２ 非公開 

財務諸表の公開  １ 公 開（ 閲覧 ・ 写し交付 ）  ２ 非公開 

事業収支計画の公開  １ 公 開（ 閲覧 ・ 写し交付 ）  ２ 非公開 

 

（６）その他 

神奈川県サービス
付き高齢者向け住
宅整備運営指導指
針に適合していな
い事項 ※12 

＜適合していない事項がある場合の内容＞ 
 
なし 

※12 県の指針上適合していない事項について、指針の８～１４に該当する運営面に関することを
記述すること。 
なお、代替措置及び改善計画等は、別紙で明記することでも可 

○添付書類：別添１「サービス付き高齢者向け住宅が提供するサービス等の一覧表」 


